
財務諸表に対する注記

１ 継続事業の前提に関する注記
継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２ 重要な会計方針
平成２４年度より「公益法人会計基準」（内閣府公益認定等委員会平成20年4月11日）を採用している。

（1）有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の有価証券…償却原価法によっている。
その他の有価証券…原価法によっている。

商品・貯蔵品…最終仕入原価法による原価法によっている。

什器備品…定率法による減価償却を実施している。
ソフトウェア…定額法による減価償却を実施している。

退職給付引当金…期末に在職する職員が自己都合により退職したと仮定した場合の
要支給額から中小企業退職金共済事業本部よりの支給額を控除した金額を計上している。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
なお、ファイナンス・リース取引に係る注記は、重要性が乏しいため省略している。

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

受取会費は、確実に入金されることが明らかな場合を除き、実際に入金したときに収益として計上している。

３ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科        目
基本財産

定期預金 30,000,000 円 円 円 30,000,000 円
小    計 30,000,000 円 0 円 0 円 30,000,000 円

特定資産
トキ保護支援基金預金 1,130,028 円 10 円 550 円 1,129,488 円

鳥類保護・共生推進基金預金 10,971,715 円 107 円 6,367,110 円 4,604,712 円
シマフクロウ等希少鳥類保護基金預金 11,619,545 円 1,002 円 円 11,620,547 円

退職給付引当資産 16,184,118 円 492,280 円 342,000 円 16,334,398 円
小    計 39,905,406 円 493,399 円 6,709,660 円 33,689,145 円
合    計 69,905,406 円 493,399 円 6,709,660 円 63,689,145 円

４ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

産からの充当額）産からの充当額）
基本財産

定期預金 30,000,000 円 (1,000,000 円) (29,000,000 円) -
小    計 30,000,000 円 (1,000,000 円) (29,000,000 円) -

特定資産
トキ保護支援基金預金 1,129,488 円 (1,129,488 円) - -

鳥類保護・共生推進基金預金 4,604,712 円 - (4,604,712 円) -
シマフクロウ等希少鳥類保護基金預金 11,620,547 円 (11,620,547 円) -

退職給付引当資産 16,334,398 円 - - (16,334,398 円)
小    計 33,689,145 円 (12,750,035 円) (4,604,712 円) (16,334,398 円)
合    計 63,689,145 円 (13,750,035 円) (33,604,712 円) (16,334,398 円)

５ 担保に供している資産
　　担保に供している資産はない。

６ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科        目
什器備品 6,339,437 円 6,339,420 円 17 円

ソフトウェア 110,953 円 110,953 円 0 円
合    計 6,450,390 円 6,450,373 円 17 円

７ 保証債務等の偶発債務
　　支払を保証している債務はない。

８ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

貸借対照表上の
記載区分

助成金

- 円 4,396,000 円 4,396,000 円 - 円

９ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　

経常収益への振替額
　受取寄付金 550 円

550 円

附属明細書

１ 基本財産及び特定資産の明細
　　基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表の注記に掲載している。

２ 引当金の明細

合  　　　　　　  計 16,184,118 円 492,280 円 342,000 円 円 16,334,398 円

期末残高
当期減少額

目的使用 その他

135,000

合  　　　　　　  計

合   　 　　　計

科        目 期首残高 当期増加額

492,280 円 342,000 円 円 16,334,39816,184,118 円 円　退職給付引当金

- 円 135,000 円 円

- 円　地球環境基金助成金

　岡山県野鳥保護思想普及助成金 岡山県

公益信託経団連
自然保護基金

- 円

- 円

科        目 交付者 前期末残高

- 円 1,330,000 円 1,330,000

当期末残高当期増加額

- 円円

取得価額 減価償却累計額

（３）固定資産の減価償却の方法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

（６）消費税等の会計処理

（４）引当金の計上基準

（５）リース取引の処理方法

当期増加額前期末残高

（７）受取会費の収益計上時期

金　　　　額科      　　  目

科        目

独立行政法人
環境再生保全機構

　公益信託経団連自然保護基金支援金

当期末残高

（うち指定正味財 （うち一般正味財
当期末残高

当期末残高

対応する額）
（うち負債に

当期減少額

当期減少額

2,931,000 円 2,931,000 円


